
１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a b c d e f g h i j k l
該当
なし

1 社外取締役 　 　 　 ○ ○ 　 訂正・変更

2 社外取締役 　 　 ○ ○ 訂正・変更

3 社外取締役 ○ △ 訂正・変更 有

4 社外取締役 ○ △ △ 訂正・変更 有

5 社外取締役 ○ ○ 有

6 社外監査役 ○ ○ 有

7 社外監査役 ○ ○ 訂正・変更 有

３．独立役員の属性・選任理由の説明
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原田　茂

鈴木　伸一

渡辺　樹一

鶴　由貴

該当状況についての説明（※４）

社外取締役の髙端優氏は、当社の主要株主である伊藤忠商事株式会社
機械カンパニープラント・船舶・航空機部門航空宇宙部長であります
が、直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループの同社よりの受
取金額が、当社の直近事業年度における連結売上高の１％に満たない
僅少なものであることから同社は当社の主要な取引先には該当しない
ものと判断しております。

社外取締役の原田茂氏は、当社の主要株主であるANAホールディング
ス株式会社の子会社かつ当社の主要な取引先である全日本空輸株式会
社の整備センター 副センター長であり、直近の3事業年度のいずれか
における当社グループの同社よりの受取金額は、当社の直近事業年度
における連結売上高の約3％強となっております。

社外取締役の鈴木伸一氏は、当社の取引先である川崎重工業株式会
社、日本飛行機株式会社の出身者です。
直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループと川崎重工業株式会
社との取引額及び当社グループと日本飛行機株式会社との取引額は、
それぞれ当社の直近事業年度における連結売上高の１％に満たない僅
少なものであることから川崎重工株式会社及び日本飛行機株式会社は
当社の主要な取引先には該当しないものと判断しております。

社外取締役の渡辺樹一氏は、1979年4月に当社の主要株主である伊藤
忠商事株式会社入社、1986年12月に同社アルジェリア事務所エネル
ギー・化学品担当ダイレクターに就任、1996年12月に同社を退社いた
しました。なお、直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループの
同社よりの受取金額が、当社の直近事業年度における連結売上高の
１％に満たない僅少なものであることから同社は当社の主要な取引先
には該当しないものと判断しております。

該当事項はございません。

選任の理由（※５）

独 立 役 員 届 出 書

異動内容
本人の
同意

異動（予定）日

役員の属性（※２・３）

会社名

提出日 2024/5/31

独立役員届出書の
提出理由

番号

2024/6/26

コード株式会社ジャムコ 7408

定時株主総会に社外役員の選任議案が付議されるため

番号

髙端優氏は、当社の主要株主である伊藤忠商事株式会社の機械カンパニー プラン
ト・船舶・航空機部門　航空宇宙部長を務めており、航空業界での豊富な経験を当
社の経営に活かしていただきたいことから、独立性の有無に関わらず、社外取締役
として適任と考えております。

原田茂氏は、全日本空輸株式会社 整備センター 副センター長であり、航空輸送業界
での豊富な経験を当社の経営に活かしていただきたいことから、独立性の有無に関
わらず、社外取締役として適任と考えております。

鈴木伸一氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に活かし
ていただきたいことから、社外取締役として適任と考えております。
同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反す
る恐れはなく、同氏の経験等を経営の監督に活かしていただきたいため独立役員と
して届け出ております。

渡辺樹一氏は、国際企業活動に関わる豊富な経験並びに米国公認会計士、公認内部
監査人及び公認不正検査士としての会計並びに内部統制に関する幅広い見識を経営
の監督に活かしていただきたいことから、社外取締役として適任と考えておりま
す。同氏は、当社の主要株主である伊藤忠商事株式会社に在籍しておりましたが同
社を退職後、既に約27年経過しており、同社の意向に影響されるような立場にはあ
りません。又、同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株
主と利益相反する恐れはなく、同氏の経験等を経営の監督に活かしていただきたい
ため独立役員として届け出ております。

鶴由貴氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、特にコンプラ
イアンス経営の確保に関する見識を当社の経営の監督に活かしていただきたいこと
から、社外取締役として適任と考えております。
同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反す
る恐れはなく、同氏の経験等を経営の監督に活かしていただきたいため独立役員と
して届け出ております。

該当事項はございません。 高橋均氏は、商法・会社法、金融商品取引法及び企業法務に精通し、とりわけ、会
社役員の法的責任とリスク管理、企業集団の内部統制システムについて、法理論と
実務の両面に関する幅広い見識を有しております。又、新日本製鐵株式会社監査役
事務局部長、社団法人日本監査役協会常務理事を歴任されるなど、社外監査役とし
て、その職務を適切に遂行していただけるものと考えております。又、同氏は、業
務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反する恐れはな
く、同氏の幅広い見識と経験を経営の監視に活かしていただきたいため独立役員と
して届け出ております。

社外監査役の池之上孝幸氏は、当社の取引先であるPwC あらた有限責
任監査法人（現・PwC Japan有限責任監査法人）の出身者です。なお、
直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループの同法人よりの受取
金額が、当社の直近事業年度における連結売上高の１％に満たない僅
少なものであることから同法人は当社の主要な取引先には該当しない
ものと判断しております。

池之上孝幸氏は、監査法人において公認会計士としての金融商品取引法に基づく監
査証明業務を始めとして、国際的な会計基準に従った監査証明や内部統制に関する
アドバイザリーサービス業務にも従事した経歴を有していることから、社外監査役
として、その職務を適切に遂行していただけるものと考えております。又、同氏
は、業務執行を行う経営陣からの独立性を有しており、一般株主と利益相反する恐
れはなく、同氏の専門的見識や経験を経営の監視に活かしていただきたいため独立
役員として届け出ております。

社外取締役／
社外監査役

独立役員氏名

髙端　優

高橋　均

池之上　孝幸

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定している（※１）
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４．補足説明

※１ 社外役員のうち、独立役員の資格を充たす者の全員について、独立役員として届け出ている場合には、チェックボックスをチェックしてください。
※２ 役員の属性についてのチェック項目

　a．上場会社又はその子会社の業務執行者
　b．上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（社外監査役の場合）
　c．上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役
　d．上場会社の親会社の監査役（社外監査役の場合）
　e．上場会社の兄弟会社の業務執行者
　f．上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者
　g．上場会社の主要な取引先又はその業務執行者
　h． 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家
　i． 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）
　j． 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）
　k． 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）
　l． 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）
以上のa～lの各項目の表記は、取引所の規則に規定する項目の文言を省略して記載しているものであることにご留意ください。

※３ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」を表示してください。
近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」を表示してください。

※４ a～ｌのいずれかに該当している場合には、その旨（概要）を記載してください。
※５ 独立役員の選任理由を記載してください。

選任基準等
当社は、社外役員の選任に関し、以下の基準を勘案のうえ、選定しています。

<独立社外取締役の独立性判断基準及び資質>
　当社の社外取締役または社外監査役において、以下の各要件のいずれかに該当する者は、独立性を有しないものと判断する。
１.現在において、次の①から⑩のいずれかに該当する者
① 当社グループ（注1）を主要な取引先とする者またはその業務執行者（注2）
上記において、「当社グループを主要な取引先にする者」とは、直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループの支払金額が、当該取引先の直近事業年度に
おける連結売上高の2％超を占める者をいう。
② 当社グループの主要な取引先またはその業務執行者
上記において、「当社グループの主要な取引先」とは、直近の3事業年度のいずれかにおける当社グループの当該取引先よりの受取金額が、当社の直近事業年度
における連結売上高の2％超を占める者をいう。
③ 当社グループより、役員報酬以外に、多額の金銭その他の財産を得ている法律、会計、税務の専門家又はコンサルタント
上記において、「多額の金銭」とは、当社グループから、直近の3事業年度の平均で、個人の場合は年間1,000万円を超える金額をいい、団体の場合は当該団体の
直近の連結売上高の2％を超える金額をいう。
④ 当社グループの主要な借入先またはその業務執行者
上記において、 「主要な借入先」とは、当社グループの借入残高が直近事業年度末の当社連結総資産の2％を超える金融機関をいう。
⑤ 当社の主要な株主またはその業務執行者
上記において、「主要な株主」とは、直近事業年度において、自己または他人名義で、10％以上の議決権を保有する株主または法人株主である場合はその業務執
行者をいう。
⑥ 当社グループより多額の寄付を受けている者またはその業務執行者
上記において、「多額の寄付」とは、当社グループから、直近の3事業年度の平均で、年間1,000万円または寄付先の連結総売上高の2％のいずれか大きい額を超
える寄付をいう。
⑦ 当社の会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
⑧ 当社または当社子会社との間で、取締役、監査役または執行役員の相互就任関係にある他の会社の業務執行者
⑨ 当社及び当社の子会社の取締役、監査役、執行役員または部長以上の重要な使用人の近親者（注3）である者
⑩ 近親者が上記①乃至⑧のいずれかに該当する者
２.過去3年間のいずれかの期間において上記１．の①、②、③、④、⑥、⑦、⑧、⑨のいずれかに該当していた者
３.過去10年間のいずれかの期間において上記１．の⑤に該当していた者

（注1）「当社グループ」とは、当社及び当社の子会社をいう。
（注2）「業務執行者」とは、業務執行取締役、執行役、執行役員または支配人その他の使用人である者（株式会社以外の法人その他の団体の場合には、当該団
体の業務を執行する役員、社員または使用人）をいう。
（注3）「近親者」とは、配偶者または二親等内の親族をいう。
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